
ガス放電管との比較

アーク放電:
(大電流による)高温のために電子だけでなく電極金属
も放出される状況。→ 半導体では起きない!? 

グロー放電: 全面放電
タウンゼント放電が放電管断面の全面に拡がって、放
電管内で一様に持続する状況。  → 1次元 均一動作

タウンゼント放電: 局所放電
偶発的に誘起された電荷担体が衝突電離によって(放電
管内の一部で)雪崩増倍される状況。

(例) 10-7A/cm2= q vs (6x104/cm2)= q vs /(40 µm)2

n- 100µm長 pin Diode 実測/シミュレーション

JR = q•G•L
 GL = ni/τ
 Ge =αe•vs•ne
 Gh =αh•vs•nh

τ: ライフタイム
α: イオン化係数
n: キャリア密度
ni: 真性キャリア密度 
vs: 飽和速度
L: デバイス長
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(参考資料 2016 #11-p.1):高田
ガス放電の理論がお手本であった。
(半導体の方が綺麗な現象なので、逆転しても良いはずだが....)

Si pinダイオード降伏開始時のパルス電流

タウンゼント放電: 局所放電
偶発的に誘起されたキャリアが雪崩増倍される状況。

(例) 10-7A/cm2= q vs (6x104/cm2)= q vs /(40 µm)2
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(参考資料 2016 #11-p.2):高田
JR≈10nA/cm2という低電流密度では、電荷担体は離散的に存在する。 
均一な電荷密度分布たり得ない。
パルスは、自然放射線の入射毎に発生する ?



pinダイオードの逆方向特性
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実際の測定例とシミュレーション結果

pinダイオードの高耐圧保持状態は
ほぼコンデンサー ?

12.4 ダイオード逆方向特性の
デバイス シミュレーション

ダイオードの逆方向特性の計算は、デバイス シ
ミュレータが苦手として来た分野である。例えば耐
圧については、1980年頃には衝突電離係数 (αh, αe)
を計算してイオン化積分値 (Ah, Ae) 77 を計算する
ことが精々であった78。1990年代の初めにおいても、
Field Limiting Ring 79 のように n−領域中に他の領
域から電位が浮いた領域があると、計算が収束しな
いと言われていた。この問題が解決されたのは 1990
年代の中頃のようである80。
現在、デバイス シミュレータの計算結果には高い

信頼が寄せられているが、ダイオードの逆方向特性
は例外的な分野である。そもそも、デバイス シミュ
レータへの信頼は、それが使用する “物理モデルのパ
ラメータの調整”が実際の測定結果に整合している
という確認の上で成り立っている81。ところが、リー
ク電流とか大電流の降伏現象については、そのよう
な “調整”がほとんど行われてないためである。
この分野でのデバイス シミュレータの計算能力を

扱った文献も極めて少ない。例外的に、2006年以降
[9], [10], [100], [12]等がある。文献 [9]は伝統的なラ
イフタイムの考え方ではリーク電流が実際よりも 2
桁も大きくなる問題を指摘し、[12]は電圧に対して
指数関数的に増える特異なリーク電流と降伏電流が
立ち上がる時点を過渡シミュレーションによって検
討している。また、文献 [10]は準定常 (quasi static)
シミュレーションによって、そして文献 [100]は過渡
(transient)シミュレーション82 によって、おのおの
大電流動作限界を議論している。

77計算には、電荷担体密度を考えずに αh と αe のみを使う
(nh = ne = 0)。12.2.1 項の (式 12.13), (式 12.14) を参照。

78現在のデバイス シミュレータにも、イオン化積分値を (最大
電界強度箇所を辿って)計算するオプションが付いている。通常の
１次元ダイオードの降伏特性の計算が 40秒で終わった (BVR =
1820V ) の対し、簡単なはずのイオン化積分値の計算は 70 分も
掛かった (BVR = 1814V )。

79第 I 部 4.1 節の図 4.8 を参照。
80その頃から、デバイス シミュレータが広く市販され始めた。
819.5 節 “デバイス シミュレータを使う際の注意点” を参照。
82準定常シミュレーションと過渡シミュレーションについては、

9.2 節 “デバイス シミュレータの計算手順” を参照。

図 12.22: 80Ωcm, 110µm pin diodeの逆方向特性
(実験とシミュレーションの比較: [10] Fig.1)

図 12.23: ダイオード チップの周辺構造

12.4.1 逆方向全特性の
シミュレーションによる再現

図 12.22 は、8.2.4 項の図 8.8 に示した “usual
diode”の測定値 (◦印線)と、100kΩcm2程度の内蔵
抵抗 (Rin) 83 を付けた準定常 (quasi static)シミュ
レーションの結果 (細線) 84 を示している [10]。
図 12.23に、シミュレーションを行ったダイオー
ド チップの周辺構造を示す。アノード p+領域は表
面濃度 1018cm−3, 深さ 10µmのガウス分布と設定し
た。n−領域は 5× 1013cm−3, 110mmで、カソード
n+領域は表面濃度 1020cm−3, 深さ 150µmのガウス
分布としている。 全幅W は 1mmとしている 85。

83デバイス シミュレータには、電極と半導体領域との間に仮
想的な抵抗を設ける機能がある。抵抗値はデバイス断面積に比例
する。100kΩcm2 は、デバイス断面積が 1cm2 の際の値である。

84VR = 0V から始め計算が収束しなくなった点まで示してい
る。この小電流部を拡大したものが 8.2.2 項の図 8.5 である。

8510µmと 300µmの場合も計算した。幅 (W )を広くすると、

186

n-長 110µm pin diode過渡シミュレーション

316年7月19日火曜日

(参考資料 2016 #11-p.3):高田
≈300Vの張り出しは、チップ周辺部への電界の集中が原因。
プレーナである以上、この電界集中は不可避である。

VAK

IA

降伏後の電流-電圧特性

測定データ(オリジン’82)と解析式(’85)

A) チップ終端構造

12.3 動的な耐圧
-高電圧大電流動作-

ダイオードはスイッチング能力が無いので、オン
電流が流れた後には、それが無くならない限り、ア
ノード-カソード間電圧 (VAK)が高電圧になることは
ない。このため、トランジスタ系の素子のようにオ
ン電流が種となる降伏現象は起こらない。ダイオー
ドの高電圧下の大電流動作は、リーク電流が種となっ
た降伏電流がそのまま大きくなることでのみ起こり
得る。

12.3.1 先駆的な江川モデル
pinダイオードの高電圧大電流動作は、シリコン

ダイオードしか実用化されてなかった 1966年に東
芝の江川英晴がその破壊限界まで理論的に解析した
[97] 41。図 12.15は、その結果を模式的に示したも
ので、pinダイオードの降伏電流の増大に伴う n−領
域内の電界強度 (EF )分布を示している。
仮に、空乏層が n− 全体に拡がった際の電界強度

(EF )分布が点線 (a)であったとする42。すると、そ
れ以上 VAK を増やすと電界強度 (EF )分布は上方に
平行移動する。VAK が降伏電圧 (BVR)に達した時
の電界強度 (EF )分布を (b)で表す。
それから VAK をわずかに増やすと、まず電界強度

(EF )の高いアノード p領域側で衝突電離現象が起
こる。この箇所で発生した正孔は p領域に直ぐに入
るが、自由電子は n− 領域を横切って走行する。自
由電子 (負電荷)の存在は n−領域中の不純物原子イ
オンによる正電荷を実質的に減ずるので、(c)のよう
に電界強度 (EF )分布の傾きを緩やかにする。
さらに、わずかに VAK を増やすと、(d)のように

高いアノード p領域側からは自由電子が、カソード

41パワーデバイスの基礎分野で、日本人として唯一多く引用さ
れている文献である。彼は、放電管、パワーデバイス、IC を研
究し、東芝副社長を勤めた。反射炉を作った韮崎代官 江川太郎左
右衛門 (英龍)の末裔で、彼も太郎左右衛門の名前を次いでいる。

42点線 (a)の傾きは、n− 領域の不純物濃度 (ND)で一意的に
定まる。n 形半導体では不純物原子は + イオンとなっているの
で、図 12.15 に示す方向に不純物密度に比例して傾く。
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図 12.15: 降伏電流による電界強度分布の変化

n領域側からは正孔が n− 領域を横切って走行する
状況が起こり得る43。この時、自由電子は n領域側
に近づくほど増え、正孔は p領域に近づくほど増大
する。その結果、正味の電荷密度の分布の変化に応
じて、電界強度 (EF )が n−領域の両側で高くなり、
中央部で低下することになる。電流が大きいほど、
この電荷密度分布の変化も大きい。
この鍋底形の電界強度 (EF )分布が一旦起こり始
めると、VAK が変わらなくとも、降伏電流が急激に
増大する。両端の高電界強度部で衝突電離現象が激
しくなり、それによって生じた電荷担体の再分布が、
一層両端の電界強度 (EF )を増大させる正帰還が働
くからである。
結局、降伏電流が大きくなると、電界強度 (EF )
分布は (b)→ (c)→ (d)と変化する。特に、(c)→ (d)
の変化に伴い、n− 領域中の自由電子と正孔の密度
が爆発的に増大し始める。そして、n− 領域の両端
のみで高くなり、大半の領域では低いという電界強
度 (EF )分布が成立するようになって、安定な動作
点がより低い VAK で得られる状況となる。江川は、
この負性抵抗状態を出現をもって破壊と判断した。

江川は、１次元ポアソン方程式44 と、電荷担体が
引き起こす衝突電離による正孔-自由電子対の発生速
度 (式 12.15), (式 12.16) 45 を連立させて解析的に解

43この時、+電位側からは正孔が、-電位側から自由電子が n−

領域に流入する点では、pinダイオードのオン動作と同じである。
44ポアソン方程式’(式 9.1) については、9.3 節 “デバイス シ
ミュレータが使う基本方程式群’を参照。ND と NA は、それぞ
れドナー不純物とアクセプター不純物のイオン濃度である。

45正孔と自由電子の衝突電離係数を等しいと近似した (α =

179

(江川 1966)

416年7月19日火曜日

(参考資料 2016 #11-p.4):高田
パルス電圧を順に高くしていき、破壊に到るまで測定した。



A.13. 高電圧動作の安定性 - SC-SOA, RB-SOA, etc - 611

項目 (C.) は、この JCEO を構成する自由電子が
衝突電離作用を引き起こす状況である。A.13.2項 “
電界強度分布への動作電流の影響”で述べるように、
BJTには高電圧, 大電流密度でも基本的に安定なオ
ン動作機構が備わっている。 そのため、高電圧, 大
電流動作時に衝突電離作用が働いた際にも、BJTは
ある範囲までは安定な動作を保ち得る。その動作範
囲が “安全動作領域 (Safe Operating Area)”である。
項目 (D.)は、GTO/GCTや IGBTが破壊する端

緒となる現象である。GTO/GCTのオン状態は基本
的にダイオード動作である。順方向ダイオードには
素子が短絡した状況に相応する巨大な電流が流れる
ので237、オン動作時に高電圧が加わることはない。
このため、GTOやGCTのオン動作では衝突電離作
用は問題にならない。ただし、GCTの L負荷オフ
動作では、この衝突電離作用が破壊を引き起こし得
る。そして、その際の破壊機構はBJTの短絡動作の
瞬時破壊に擬えることが出来る238。

IGBT は、ダイオードに MOSFET が直列に接
続されている基本構造を有している。IGBT が
GTO/GCTと違って高電圧, 大電流動作が可能であ
るのは、MOSFETによる電流制限が働いているた
めである。このため、IGBTは負荷短絡動作でも L
負荷オフ動作でも衝突電離現象が破壊を引き起こし
得る。ただし、IGBTはダイオードに準じるオン動
作を行っているので、どちらの場合にもBJTの破壊
動作に擬 (なぞら)えることは出来ない239。そのた
めに、4.5節の図 4.27 “IGBTと BJTの安全動作領
域の比較”に示すように、IGBTの破壊限界は BJT
と異なって “安全動作領域 (Safe Operating Area)”
として明示することが出来ない。
項目 (E.)は、ダイオードのアノード-カソード間や

BJTのコレクタ-ベース間の最大保持電圧、すなわち
“降伏電圧”BVR や BVCBO

240を決定する機構であ

237第 II 部 11.4 節 “pin diode の巨大電流動作 (再結合がない
場合)” や 11.5 節 “pin diode の巨大電流動作-II(再結合が大き
い場合)” を参照。
238第 III 部 16.2.4 項 “GCT のターン オフ動作と破壊限界の
解析” で説明している。
239第 III 部 18.6 節 “IGBT の破壊機構” で説明している。
240逆方向電圧を示す VR や VCBO に降伏 (breakdown) を示
す B が付いている。BJTのコレクタ-ベース間の (エミッタが関
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図 A.46: JC 増大による電界強度分布の変化 -0
(小電流高電圧状態)

る。降伏電流は数十 A/cm2 以上にも成り得る241。

A.13.2 電界強度分布への動作電流の影響
EF ≥ 104V/cm程度以上の高電界中に存在する電

荷担体は、飽和速度 vsでドリフト運動すると見なさ
れるので242、正孔電流密度 Jh と自由電子電流密度
Je は (式 A.47)と (式 A.48)で表すことが出来る。

Jh ≈ q vs.h nh (A.47)

Je ≈ q vs.e ne (A.48)

一方、半導体中の任意の位置 xにおける電位 ψと
正味の電荷密度 (nh−ne+ND−NA)の間には、一般的
にポアソン方程式 (式 9.1)が成立している。例えば、
npnトランジスタで高電圧を保持するベース p領域
とコレクタ n領域の間では、電荷密度としてコレク
タ電流 JC を構成する自由電子密度 neと n−領域の
ドナーイオン密度NDn− を考えれば良いので、電界
強度 EF (x)は (式 A.49)で表されることになる。

ϵrϵ0∇2ψ = −q(nh − ne + ND − NA) (式 9.1)

EF (x) ≡ −dψ(x)
dx

+ C

=
q

ϵrϵ0
(ne − NDn−)x + C (A.49)

ϵr : 半導体の比誘電率 (12 : Si, 16 : Ge)
与しない) 耐圧特性はダイオードと変わらない。
241第 II部 12.3節 “動的な耐圧-高電圧大電流動作-”や 12.5節

“ダイオード逆方向動作の新たな考え方” で説明する。
242A.17 節 “電界中の電荷担体の運動” を参照。

小電流高電圧状態-0

612 付 録 A

✲

✻

x

E.F.

0

p n− n
JC +α

Lp

0 n

EF0

EFn!
!

JC

図 A.47: JC 増大による電界強度分布の変化 -I
(中電流高電圧状態) [図 17.46]

ϵ0 : 真空の誘電率 (8.9× 10−12F/m)

ψ : 半導体中の電位
q : 電気素量 (1.6 × 10−19C)

ND : ドナーイオン密度
NA : アクセプターイオン密度

C : 積分定数

この (式 A.49)は、コレクタ電流 JC が増えて ne

が大きくなると、電界強度分布EF (x)の傾きが緩や
かになることを示している。図A.46は、そのような
変化を具体的に表した例である。なお、特に高電界
強度領域では、(式A.48)に示すように自由電子密度
neは JC に比例しているので、電界強度分布EF (x)
は (式 A.50)と表すことが出来る。

EF (x) ≈ q

ϵrϵ0
(ne − NDn−)x + EF0

≈ q

ϵrϵ0
(
JC

qvs
− NDn−)x + EF0 (A.50)

この式は、JC = qvsNDn− ≡ J0 で電界強度分布
EF (x)が平坦になる243ことを示している。そして、
それ以上の JC が流れる状況では、図A.47に示すよ
うに、電界強度分布EF (x)の傾きが逆転する。なお、
JC が増大する間も VCEが同じであれば、図A.46と
図 A.47に示す何れの多角形の面積 (EF (x)の積分
値)も等しい。

243不純物イオン濃度 ND と等しい自由電子密度 ne が飽和速度
vs.e で動くドリフト電流値 qvs.eND を J0 と定義している。
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図 A.48: JC 増大による電界強度分布の変化 -II
(大電流高電圧状態: 短絡動作) [図 17.47]

さらに JC が増大する244と、図 A.48に示すよう
にベース側で EF =0となる状況が出現する245。こ
のように、半導体デバイスの動作電流が大きくなる
と、電荷担体の存在によって電界強度分布EF (x)が
変化することを考慮せねばならない246。

A.13.3 BJT高電圧動作の安定性
BJTは、図A.49で示すように、模式的にエミッタ

領域、ベース領域、コレクタ領域に 3分割すること
が出来る。BJTの基本動作はA.10節で説明したが、
そこでは高電圧が及ぼす影響を詳しく述べなかった。
BJTの高電圧動作を考える際には、高電圧を保持す
るコレクタ領域内の衝突電離 (Impact Ionization)現
象を考慮せねばならない。

衝突電離作用の大きさは、電荷担体が単位
長さ進む間に引き起こす対発生の回数で定
義される衝突電離係数 (impact ionization
coefficient)で表される。各半導体の自由電

244それは、ベース電位 VBE を増大することでベース p領域の
エミッタ側の電荷担体密度を高くすることで可能となる。
245この図の縦軸の縮尺率は、図 A.46や図 A.47よりも大きい。
なお、BJT 動作ではベース側で EF =0 となる状況は、VCE

が小さい場合に簡単に出現する。その場合には、A.10.4 節の図
A.19“低電圧/大電流 動作時の電荷担体分布” に示すように、電
界強度分布 EF (x) は直方体の形状となっている。自由電子の速
度がオームの法則に対応する vd =µeEF であるので、n− 領域
が抵抗体として機能しているためである。EF (x) が図 A.48 の
ように三角形になるのは、その領域の EF が大きいために自由
電子が飽和速度 vs.e で走行する場合に限られる。
246本項の内容は、第 III 部 17.7.4 項 “BJT の安全動作領域を
決定する原理” で詳述している。

中電流高電圧状態-I

612 付 録 A

✲

✻

x

E.F.

0

p n− n
JC +α

Lp

0 n

EF0

EFn!
!

JC

図 A.47: JC 増大による電界強度分布の変化 -I
(中電流高電圧状態) [図 17.46]

ϵ0 : 真空の誘電率 (8.9× 10−12F/m)

ψ : 半導体中の電位
q : 電気素量 (1.6 × 10−19C)

ND : ドナーイオン密度
NA : アクセプターイオン密度

C : 積分定数

この (式 A.49)は、コレクタ電流 JC が増えて ne

が大きくなると、電界強度分布EF (x)の傾きが緩や
かになることを示している。図A.46は、そのような
変化を具体的に表した例である。なお、特に高電界
強度領域では、(式A.48)に示すように自由電子密度
neは JC に比例しているので、電界強度分布EF (x)
は (式 A.50)と表すことが出来る。

EF (x) ≈ q

ϵrϵ0
(ne − NDn−)x + EF0

≈ q

ϵrϵ0
(
JC

qvs
− NDn−)x + EF0 (A.50)

この式は、JC = qvsNDn− ≡ J0 で電界強度分布
EF (x)が平坦になる243ことを示している。そして、
それ以上の JC が流れる状況では、図A.47に示すよ
うに、電界強度分布EF (x)の傾きが逆転する。なお、
JC が増大する間も VCEが同じであれば、図A.46と
図 A.47に示す何れの多角形の面積 (EF (x)の積分
値)も等しい。

243不純物イオン濃度 ND と等しい自由電子密度 ne が飽和速度
vs.e で動くドリフト電流値 qvs.eND を J0 と定義している。
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図 A.48: JC 増大による電界強度分布の変化 -II
(大電流高電圧状態: 短絡動作) [図 17.47]

さらに JC が増大する244と、図 A.48に示すよう
にベース側で EF =0となる状況が出現する245。こ
のように、半導体デバイスの動作電流が大きくなる
と、電荷担体の存在によって電界強度分布EF (x)が
変化することを考慮せねばならない246。

A.13.3 BJT高電圧動作の安定性
BJTは、図A.49で示すように、模式的にエミッタ

領域、ベース領域、コレクタ領域に 3分割すること
が出来る。BJTの基本動作はA.10節で説明したが、
そこでは高電圧が及ぼす影響を詳しく述べなかった。
BJTの高電圧動作を考える際には、高電圧を保持す
るコレクタ領域内の衝突電離 (Impact Ionization)現
象を考慮せねばならない。

衝突電離作用の大きさは、電荷担体が単位
長さ進む間に引き起こす対発生の回数で定
義される衝突電離係数 (impact ionization
coefficient)で表される。各半導体の自由電

244それは、ベース電位 VBE を増大することでベース p領域の
エミッタ側の電荷担体密度を高くすることで可能となる。
245この図の縦軸の縮尺率は、図 A.46や図 A.47よりも大きい。
なお、BJT 動作ではベース側で EF =0 となる状況は、VCE

が小さい場合に簡単に出現する。その場合には、A.10.4 節の図
A.19“低電圧/大電流 動作時の電荷担体分布” に示すように、電
界強度分布 EF (x) は直方体の形状となっている。自由電子の速
度がオームの法則に対応する vd =µeEF であるので、n− 領域
が抵抗体として機能しているためである。EF (x) が図 A.48 の
ように三角形になるのは、その領域の EF が大きいために自由
電子が飽和速度 vs.e で走行する場合に限られる。
246本項の内容は、第 III 部 17.7.4 項 “BJT の安全動作領域を
決定する原理” で詳述している。

大電流高電圧状態: 短絡動作-II

JC増大による電界強度分布の変化

辿ると却って遠回りすることは歴史が示す所である。

9.3 デバイス シミュレータが使う
基本方程式群

デバイス シミュレータは、全節点でポアソン方程
式 (式 9.1)と正孔と自由電子の連続性を示す (式 9.2),
(式 9.3)が成り立つ条件を計算する22。
それに加えて、最も簡単な “ドリフト-拡散輸送モ

デル”を使う場合には、(式 9.4)と (式 9.5)の成立が
条件に加わる 23 [43]。このモデルでは、電流が電荷
担体の拡散成分 (右辺第 1項)とドリフト成分 (右辺
第 2項)の和で表される。

ϵs∇2ψ = −q(nh − ne + ND − NA) (9.1)

−∇Jh = qR + q
∂nh

∂t
(9.2)

∇Je = qR + q
∂ne

∂t
(9.3)

Jh = −qDh∇nh − qµhnh∇ψ (9.4)

Je = qDe∇ne − qµene∇ψ (9.5)

ϵs : 半導体の誘電率
ψ : 半導体中の電位
q : 電気素量 (1.6 × 10−19C)

nh : 正孔密度, ne :自由電子密度
ND : ドナーイオン密度
NA : アクセプターイオン密度

Jh, Je : 正孔,電子の電流密度
Dh, De : 正孔,自由電子の拡散係数
µh, µe : 正孔,自由電子のドリフト移動度

R : 正孔と自由電子の再結合速度

µh, µe, R等が、操作者が選ぶ “物理モデル”のパ
ラメータである。Dh, Deは、µh, µeから (式 9.6)の
アインシュタインの関係式を満たすように算出され

22下付きの hとe は、正孔と自由電子の成分を示す。
23サブミクロン以下の微細な構造には、これらの式が異なる別
のモデルが推奨されている。

ている24。

D =
kT

q
µ (Einsteinの関係式) (9.6)

ドリフト移動度 µ は、最も重要な “物理モデル”
で、これを欠いた計算は考えられない。7.5.3項で説
明したように不純物濃度NA, ND, 電荷担体密度 nh,
ne,そして温度 T の関数である。また、1×104V/cm

程度以下では電界強度 EF に依存しないが、それ以
上では漸次 (∝ 1/EF )の特性となる。それぞれの要
因について、幾つかのドリフト移動度のモデルを指
定できる25。
再結合速度 Rは、負値 (−R)で発生速度を示す。

7.4節 “再結合・対発生モデル”で述べたように幾つ
かの機構 (直接再結合, SRH再結合, Auger再結合)
があり、それぞれに対して反応断面積 σh, σeあるい
はライフタイム τh, τe を設定できる26。
衝突電離 (impact ionizationあるいは avalanche)
現象は、電荷発生現象であるので発生速度 (−R)の
範疇に入るのであるが、それとは別の “物理モデル”
として慣例的に扱われている。この現象に対しても、
電界強度 EF と温度 T の関数として衝突電離係数
αh, αe を与えるモデルが何種類か内蔵されている。
ドリフト現象と違って、再結合現象と衝突電離現
象は、それらを必要としない状況もある。操作者は、
必要な際には “物理モデル”として指定しなければ、
計算に含まれない

9.4 ボルツマン分布則の扱い
シミュレータは、明示的にボルツマン分布

(
exp(−∆Eab/kT ) = Na/Nb

)
を扱うことはしない。

24デバイス シミュレータでは、移動度 µ の設定は任意にでき
るが、拡散係数 D については設定できない。
この式は、1905 年に A. Einstein が重力等の外力が動く状況で
溶液中の微粒子が拡散するブラウン運動を解析する過程で導いた。
その意味は、9.4 節 “ボルツマン分布則の扱い” で述べている。

25各モデルは、それを提起した論文の著者の名前で呼ばれてい
る。市販のシミュレータでは、不純物濃度と温度の依存性は既定
条件で含まれているが、電荷担体密度依存性と高電界でのドリフ
ト速度の飽和現象は操作者が付け加えねばならない場合が多い。

26なお、(式 9.2)と (式 9.3)は、電流連続式と呼ばれている。
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(参考資料 2016 #11-p.5):高田

ポスト アバランシェ降伏の観測と簡易シミュレーション

Me ≈ 9

Me ≈ 60

降伏条件 : (Me -1)(Mh -1) ≈ 1
616年7月19日火曜日

(参考資料 2016 #11-p.6):高田
シリコンでは Me ≈ 9が妥当である.
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(参考資料 2016 #11-p.7):高田
電荷担体が激しく発生する降伏現象では、過渡シミュレーションを行う必要がある。
過渡シミュレーションでは、負性抵抗の発生箇所で上方に垂直にジャンプする。

<解説: PwDev#11: ダイオードの降伏動作 >
1.半導体素子の逆方向特性はガス放電理論に倣って説明されて来た。リーク電流に当たるガス放電管の暗流は、宇宙線や地表
の放射線がガス原子を電離することで発生する。電界強度が強い場合には、それを種にした衝突電離作用が(放電管断面の局
所で)ねずみ算的に起こる(降伏現象-I: Townsend放電)。負と正の電荷が新たな電荷を発生し始めると、先ず局所で自続電流
が流れ始めて(放電管ではガス原子イオンが衝突して陰極から2次電子を発生させる)、それが断面全体に拡がると、電極方向
にも均一で安定な放電となる(降伏現象-II: glow放電)。 水銀整流器はこの放電を利用している(水銀イオンの陰極への衝突に
因る2次電子放出)。 高エネルギー電子が陽極に衝突して高温となって金属イオンが蒸発し出すとarc放電に至る。(p.1)

2.半導体素子では、降伏現象-Iで一定の大きさの継続電流が流れ得る。n-領域の長さと比抵抗によっては、一定幅パルスが観
測されて、その頻度が増えることに因って降伏電流が増大する。マイクロプラズマとして昔から知られていた。(p.2 右図)

3.プレーナ形素子では、能動領域の周辺に電位的に浮かせた多数のp領域(Field Limiting Ring)等を施しても、必ず表面の電界
強度は高くなるので、1次元素子に較べて必ず耐圧が低下する。そして、降伏電流は急峻に立ち上がる。大電流動作では、
ほぼ1次元構造の耐圧値を示す(p.3)。メサ構造素子では、Townsend放電のようにスナップ バック特性が現れ得よう。

4.降伏電流は、J0= q NDn- vsの値(1,000Vデバイスで50A/cm2程度)までは安定な特性を示す。これは、BJTのサスティン動
作と共通する特性である。(p.4)

5.高電界部で発生した自由電子がカソード側に走行するするので、n-領域中の負電荷量が増えるので、J0までは電界強度の傾
きが緩くなって、最大電界強度が低下する為である。J0以上になると傾きは逆になるので不安定になる。(p.5)

6.もっとも、pinダイオードは潜在的に100kA/cm2程度の降伏電流を流し得る(ロシア製のSOS素子やICのESD保護用のダイ
オードで数十～数kA/cm2の実績が報告されている)。実際には、均一動作を乱す要因のある箇所で破壊し易い。

7.従来 増倍係数Mが無限大となることがダイオードの降伏現象が起きる条件とされて来た。これは、電界存在領域を横切る間
に1ヶの価電担体が無限に増える条件で甚だ非現実的である(Townsend放電は単に増倍作用が増える状況である)。ちなみ
に、自由電子と正孔の衝突電離係数が等しい場合[αe(EF)=αh(EF)]はM=(1-∫αdx)-1となる。それよりも、自続電流の成立
を条件と見なすべきであろう。それは、自由電子や正孔だけが引き起こす増倍係数Me, Mhが(Me-1)(Mh-1)≈1と近似できよ
う。実際に、Me=exp[∫αedx]≈9となるI-V特性を描けば、降伏電流の立ち上がりも大電流動作も十分近似できる。(p.6) 

8.降伏特性は準定常シュミレーションが行われてきたが、本来過渡シュミレーションを行うべきである。また、破壊が問題と
なる領域ではSRH形再結合は何ら寄与をしない。(高電界強度では3桁程度再結合速度が増える)直接再結合を組み入れるで
ある(宇宙線誘起破壊をデバイス シミュレーションで再現するためには必須となる)。(p.7)

816年7月19日火曜日

(参考資料 2016 #11-p.8) :高田 
高耐圧素子としてメサ構造だけが存在した時代には、降伏電流を流すと破壊すると言われて来た。
著者は、表面が不安定で局所で降伏する為であろうと思っていたが、Townsend放電のようにスナップ バック特性が現
れて破壊していた可能性が高い。プレーナ形素子では、必ず本来の降伏電圧よりも低い値で降伏電流が流れ始めるのでこの心配
はない。
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(配付資料 2016 #11-p.9) 
破壊限界点近傍での降伏電流Irと降伏電圧Vrの観測結果。
アノード電極面積≈0.35cm2.

n-長 300µm pin diode
準定常デバイス シミュレーションの不合理性

準定常シミュレーション 過渡シミュレーション

SRH再結合と直接再結合の比較

1016年7月19日火曜日

(配付資料 2016 #11-p.10) 
準定常シミュレーションでの途中までは、SRHモデルと直接再結合モデルは変わらない。 
過渡シミュレーションでは、負性抵抗の発生箇所で上方に垂直にジャンプする。



I. 負性抵抗特性部の動作:

II. 正孔-自由電子の直接再結合機構:

III. 降伏条件 (Me ≈9):

IV. 実際のpinダイオードの破壊限界:

大電流 降伏動作についての留意点

過渡シミュレーションが必須

直接再結合が必須

(Me -1)(Mh -1) ≈ 1

電流経路が急速に分岐し得る点
1116年7月19日火曜日

(配付資料 2016 #11-p.11) 
Meは、自由電子1ヶが空乏層中を走行する間に増倍される数(増倍係数)。
シリコンでは、正孔の増倍係数Mhは≈Me/10.

述する (式 12.26)の形で近似できることから、Aの
値は少なくとも αe/αh 以上となる。
図 12.16や図 12.17に示すように、降伏電流-電圧

特性がMe = Mcritical ≈ 9で表せるならば、A ≈ 64
が期待できる。この値に無理はないと思われる。

A ≡ Me − 1
Mh − 1

(12.23)

Me =
√

A + 1 (12.24)

Me = Mcritical ≈ 9 (12.25)

ある降伏動作点 (JR, VR)の自由電子の増倍係数
Me を求めるためには、n− 領域の正味の電荷 (式
12.27) 70 分布と電界強度 (式 12.28) 分布を知らね
ばならない。n− 領域を 100分割し、まず、計算し
たい VR 値と JR = 0に対する各点 (x)の正味の電
荷 (nnet(x))と電界強度 (EF (x))を計算する。次に、
JR を増やして (式 12.26)～(式 12.29)がお互いに自
己整合するまで繰り返し計算する。この手順を、所
定の JR 値まで繰り返す71。
なお、自由電子の増倍係数Me(式 12.5)の計算に

おいては、1桁程度小さい正孔の増倍作用は無視し
て (式 12.26)と計算している72。

Me ≈ exp
[∫ tn−

0
αe(x)dx

]
(12.26)

nnet(x) = ND+
JR

qvs

[
1−2 exp[

∫ x

tn−

αe(y)dy]

]

(12.27)

EF (x) = − q

ϵs

∫ x

0
nnet(y)dy + C (12.28)

70自由電子が発生させた自由電子と正孔は、正味の電荷に含め
ている。n− 領域全体に電界が存在している状況 (リーチスルー
状態) を想定している。

71(式 7.92)で近似する自由電子の衝突電離係数 (αe)は、Ae =
3.8×106cm−1, Be = 17.5×106V/cmを用いた。これらの値は、
定評のある S. Sze の “半導体デバイスの物理” 第 1 版 [48]§6.4
に記載されていた値だったが、第 2 版 [67] では省かれている。
7.5.7 項で示した Ae = 7.0 × 105cm−1, Be = 1.2 × 106V/cm
(1.75 × 105V/cm < EF < 6 × 105V/cm) と異なっているが、
大きな違いはない。EF = 105V/cmと EF = 3× 105V/cmで
ほぼ等しく、EF = 2 × 105V/cm で約 1/2 である。

72江川は負性抵抗領域の計算に力点を置いたので αe と αh の
両方が必要となり、αe = αh の近似を導入した。
著者の意図した安定な動作領域の計算では、約一桁小さい αh

を無視して主要な αe だけを考慮する近似が妥当であろう。
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図 12.21: ダイオード降伏特性の計算手順と判定

表 12.2: ダイオードの降伏動作の安定性
dMe/dJR Me 判定 No.
(Me 不定) < 9 破壊-A A

> 9 破壊-B B正
< 9 不安定 C
> 9 安定増大 D負
< 9 安定減少 E

VR =
∫ tn−

0
EF (x)dx + Ctn− (12.29)

αe(x) = Ae exp
[

−Be

EF (x)

]
(式 7.92)

著者の行った簡易シミュレーションによるダイオー
ド降伏特性 (すなわち、図 12.16の実線や図 12.17の
“semi-analytical model”曲線)を求める計算手順を
図 12.21に示す。各動作点の安定性は表 12.2によっ
て A～Eの５段階に判定する。
この手法では、ある JR, VR点のMeと∆Me/∆Je

の値を知ることが基本である。∆Me/∆Je 値は、特
定の JR, VR 点 (○印)と、それよりも僅かに電流を
増やした JR + ∆JR 点 (◎印)のMe から得る。

E領域 Me < Mcriticalの場合には、VR値を増やす
か JR 値を下げるかして、Me > Mcritical とな
る電圧, 電流条件を見い出す。小さめの JR値な
らば必ず∆Me/∆Je < 0となるので、この点は
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述する (式 12.26)の形で近似できることから、Aの
値は少なくとも αe/αh 以上となる。
図 12.16や図 12.17に示すように、降伏電流-電圧

特性がMe = Mcritical ≈ 9で表せるならば、A ≈ 64
が期待できる。この値に無理はないと思われる。

A ≡ Me − 1
Mh − 1

(12.23)

Me =
√

A + 1 (12.24)

Me = Mcritical ≈ 9 (12.25)

ある降伏動作点 (JR, VR)の自由電子の増倍係数
Me を求めるためには、n− 領域の正味の電荷 (式
12.27) 70 分布と電界強度 (式 12.28) 分布を知らね
ばならない。n− 領域を 100分割し、まず、計算し
たい VR 値と JR = 0に対する各点 (x)の正味の電
荷 (nnet(x))と電界強度 (EF (x))を計算する。次に、
JR を増やして (式 12.26)～(式 12.29)がお互いに自
己整合するまで繰り返し計算する。この手順を、所
定の JR 値まで繰り返す71。
なお、自由電子の増倍係数Me(式 12.5)の計算に

おいては、1桁程度小さい正孔の増倍作用は無視し
て (式 12.26)と計算している72。

Me ≈ exp
[∫ tn−

0
αe(x)dx

]
(12.26)

nnet(x) = ND+
JR

qvs

[
1−2 exp[

∫ x

tn−

αe(y)dy]

]

(12.27)

EF (x) = − q

ϵs

∫ x

0
nnet(y)dy + C (12.28)

70自由電子が発生させた自由電子と正孔は、正味の電荷に含め
ている。n− 領域全体に電界が存在している状況 (リーチスルー
状態) を想定している。

71(式 7.92)で近似する自由電子の衝突電離係数 (αe)は、Ae =
3.8×106cm−1, Be = 17.5×106V/cmを用いた。これらの値は、
定評のある S. Sze の “半導体デバイスの物理” 第 1 版 [48]§6.4
に記載されていた値だったが、第 2 版 [67] では省かれている。
7.5.7 項で示した Ae = 7.0 × 105cm−1, Be = 1.2 × 106V/cm
(1.75 × 105V/cm < EF < 6 × 105V/cm) と異なっているが、
大きな違いはない。EF = 105V/cmと EF = 3× 105V/cmで
ほぼ等しく、EF = 2 × 105V/cm で約 1/2 である。

72江川は負性抵抗領域の計算に力点を置いたので αe と αh の
両方が必要となり、αe = αh の近似を導入した。
著者の意図した安定な動作領域の計算では、約一桁小さい αh

を無視して主要な αe だけを考慮する近似が妥当であろう。
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図 12.21: ダイオード降伏特性の計算手順と判定

表 12.2: ダイオードの降伏動作の安定性
dMe/dJR Me 判定 No.
(Me 不定) < 9 破壊-A A

> 9 破壊-B B正
< 9 不安定 C
> 9 安定増大 D負
< 9 安定減少 E

VR =
∫ tn−

0
EF (x)dx + Ctn− (12.29)

αe(x) = Ae exp
[

−Be

EF (x)

]
(式 7.92)

著者の行った簡易シミュレーションによるダイオー
ド降伏特性 (すなわち、図 12.16の実線や図 12.17の
“semi-analytical model”曲線)を求める計算手順を
図 12.21に示す。各動作点の安定性は表 12.2によっ
て A～Eの５段階に判定する。
この手法では、ある JR, VR点のMeと∆Me/∆Je

の値を知ることが基本である。∆Me/∆Je 値は、特
定の JR, VR 点 (○印)と、それよりも僅かに電流を
増やした JR + ∆JR 点 (◎印)のMe から得る。

E領域 Me < Mcriticalの場合には、VR値を増やす
か JR 値を下げるかして、Me > Mcritical とな
る電圧, 電流条件を見い出す。小さめの JR値な
らば必ず∆Me/∆Je < 0となるので、この点は
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[E]判定となる。

D領域 Me > Mcritical の動作点を得たならば、同
じ VRでMe < Mcriticalとなる⊙点まで JRを
増やして行く。この動作点は [D]判定となる。

サスティン動作点 ◎点と ⊙ 点の間に存在するは
ずの [D] 領域と [E] 領域の境界では、降伏電
流の継続条件 (Me = Mcritical) が満たされ、
∆Me/∆Je < 0と電流 (JR)の増大に対して負帰
還が掛かる状況なので安定な動作が期待できる。

C領域 さらに、JR を増大させていくと、Me は
単調に減少するが、∆Me/∆Je は増えて行く。
∆Me/∆Je > 0の領域は [C]判定である。

A領域 JRを一層増大させていくと、Meの計算が
収束しなくなる。この状況を [A]判定 (破壊-A)
とし、安定な動作を行い得ない状況なので “破
壊”したと判断する。

B領域 [B]判定 (破壊-B)領域は、図 12.21に示す
ように、[D]-[E]境界 (サスティン動作線)と [C]-
[D]境界 (∆Me/∆Je = 0となる線)が交差する
高電圧側のみに存在し得る。

この手順の次の 2点は検討を要するであろう。

I. 動作点ではMe ≈ Const.を満たすとする条件
降伏電流が継続するための自由電子と正孔の増
倍作用は、そう大きい値は必要なく、(大きい
方が)10程度以下の大きさで良い。降伏電流が
継続する条件が一番厳しいのは、空乏領域に電
荷担体がほとんどない場合である73。
ダイオードの構造 (n− 領域の長さや不純物濃
度)だけでなく、降伏電流の大きさにも拘わら
ず、ほぼ一定のMe 値で安定な動作を行ってい
ると考える方がむしろ自然である。

II. 正孔の衝突電離作用を無視する近似
シリコンでは自由電子の衝突電離係数 (αe) が
正孔の αh よりも一桁程度も大きい。それに

73このため、降伏電流と共に僅かに動作電圧が増大する。

加えて、pn−n 形のダイオードの場合、例え
αe = αhであったとしても、自由電子の増倍作
用の方が大きい (Me > Mh)。(少なくとも鍋底
形の電界分布になる前は)電界強度 (EF )の分
布が n− 領域内で傾いており、自由電子が走り
始める陽極側の EF の方が大きいからである。
このため、ダイオードが行うサスティン動作に
ついては、それが電界分布が鍋底形になり動作
が不安定になる電流値以下の安定な動作である
ので、正孔の衝突電離作用を無視する近似は妥
当であると判断する74。

結局、実際のダイオードは、サスティン動作 (Me ≈
Mcritical)線上を辿り、それが ∆Me/∆Je = 0線に
達する点で破壊すると判断できる。

なお、表 12.3は、Mcritical としてMe = 11の条
件から簡易シミュレーションで求めた降伏電圧値と
準定常シミュレーションで求めた降伏電圧値の比較
である75。簡易シミュレーション値は、準定常シミュ
レーション値の 93% ∼ 94%であった76。簡易シミュ
レーション値は、少なくとも降伏電圧値 (BVR)の目
安を与えることができると言える。

表 12.3: 降伏電圧の準定常/簡易シミュレーション値
tn− ND(cm−3) 準定常 Me≈11 S/Q

3 × 1013 3380V 3140V 93%
300µm

1 × 1013 4220V 3940V 93%
1 × 1014 853V 805V 94%

50µm
1 × 1013 900V 845V 94%

74逆に、江川が行った計算を大幅に単純に出来る αe = αh と
いう近似も妥当と言える。なぜならば、彼は安定なサスティン動
作には興味がなく、専ら破壊が起こる負性抵抗領域の計算をした
かったからである。そのような領域の計算には、αe と αh の両
方が必要であった。

75pinダイオードのアノード p領域とカソード n領域は、どち
らも不純物濃度 (ND)が 1×1018cm−3 で厚み (tn− )は 10µm。

76もっとも、12.5.3 項 “降伏開始点近傍の動作” で述べるよう
に、準定常シミュレーションから得られた降伏電圧値 (BVR) の
信頼度はそう高くない。
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表 12.3: ダイオードの降伏動作の安定性
G : R ∆Me/∆JR Me 判定* 領域

G = R 0 (≈ 1) sus.-II (f)

正 – △ (a’)
< MC △ [c]

G ≫ R 0 ≈ MC (×) [b]
(R ≈ 0) < MC ○ [d]

負 = MC sus.-I (s)
> MC ○ [e]

判定*: ○:安定, sus.:sustain 波形, △:不安定. ( ):非存在,
–:(計算不能). MC は臨界増倍係数で、Si の場合 ≈ 9.

b点 サスティン動作線 ([d]-[e]境界) と [c]-[d]境界
(∆Me/∆Je =0となる線)の交点は、BJT動作
の電流, 電圧の限界点であった90。ダイオードの
逆方向動作についても、この点が簡易計算法に
よる限界になる。
しかしながら、この点のデバイス シミュレー
ションは、一次元計算では問題なく計算出来る
が、ダイオードの幅を広げるとその近傍で計算
不能となる (△判定)。

f境界 (サスティン動作-II) 新しい直接再結合モデ
ル (7.4.1項 参照)を用いたデバイス シミュレー
ションでは、動作電流が巨大になると衝突電離
作用による対発生速度 Gと再結合速度 Rが等
しい状況が起こり得る。すると一種の平衡状態
が成立して91ダイオード n− 領域全体が均一な
状況となって、動作は極めて安定になる。

簡易計算法では、ダイオードは、Me ≈ Mcritical

で示されるサスティン動作線 (s)上を辿り、それが
∆Me/∆Je = 0線に達する (b点)で破壊すると判断
できる92。この計算方法の考え方で伝統的な理論か
ら異なるのは、主に次の 2点である。

90第 I 部 A.13.4 項 (iii.RB-SOA(サスティン) 破壊限界の計
算) を参照。

91[b] 点と同じように、再び ∆Me/∆JR = 0 となる。
92理想的なダイオードでは、さらに (f境界)に第 2の安定なサ
スティン状態が存在し得る。しかしながら、次節に示すように、
実際のダイオードではこの (b 点) 近傍が破壊限界となる。

• サスティン軌跡を構成する (JR, VR)点が、Me≈
9であるという条件だけで表される。

• そのMeは、自由電子の衝突電離作用のみを考
慮したもので、正孔の衝突電離作用は無視して
計算した値である。

これらは、理論的な演繹というよりも、そうし
た計算による図 12.17 の実線や図 12.19 に “semi-
analytical model” と示した曲線が観測波形をうま
く再現できることから、半経験的に得られたもので
ある。敢えて理屈を付ければ、次のように考え得る。

12.2.1項で述べた “降伏現象の伝統的な解釈”の降
伏条件 (M =∞)は、“1ヶの自由電子あるいは正孔
がダイオード内を一方向に一度だ走行する間に無限
大個の電荷担体を発生させる”状況に対応するもの
である。しかしながら、日常的に観測される現象の
発生条件に無限大が顔を出すのは奇妙である。さら
に、半導体の降伏理論のお手本となったガス放電管
の降伏条件93には、無限大は現れない。“初期電子を
放電過程で再生産し、放電が自続する”することが
放電を開始する条件となっている。この放電管の降
伏条件の方が、無限大が現れる “降伏現象の伝統的
な解釈”よりも遙かに自然である94。
降伏電流は、陽極方向への自由電子の走行によっ

てMe 倍になり、陰極方向への正孔の走行によって
Mh倍になる。そうすれば、(Me−1)(Mh−1)≈1(式
12.22)は、降伏電流が継続する厳密な条件ではない
が、大きく外れていることはないと考えられる95。そ
うすれば、降伏電流が継続するための自由電子と正
孔の増倍作用はそう大きい値は必要なく、どちらか
大きい方が 10程度と考えても大過ないであろう。
さらに、増倍係数M は、電界強度 EF の指数関

数である衝突電離 αを積分した値なので、極めて強
く電界強度に依存する。そのため、M 値の電圧依存

9312.1 節の (式 12.1) や (式 12.2) を参照。
94M =∞ は、ダイオードの降伏条件として最初に 1954 年に
提起されたものである [117]。今日まで無批判的に唱えられてき
たことが、むしろ不思議である。

95さらに、降伏電流が継続する条件が一番厳しいのは、空乏領
域に電荷担体がほとんどない降伏が始まる時点である。一旦、降
伏電流が流れ出すと、継続条件は急激に緩和される。

1216年7月19日火曜日

(配付資料 2016 #11-p.12) 
手法は1985年発表を基にした。critical Meの設定等を今回見直した。
イオン化積分: Ah=(Mh-1)JC’/JC=発生電流/全電流=1
デバイス シミュレーションによる降伏電圧とそう違わない。


